
令和７年度当初予算　復活見積調書（市長）　 総合政策部　

■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源

1 企画調整課
基幹統計調査事
務費

国勢調査

　統計法に定める基幹統計調査と
して、人および世帯に関する全数
調査である国勢調査を実施しま
す。
  その結果は、国および地方公共
団体の各種行政施策、企業、団体
その他各方面の利用に供されて
います。

【うち、復活要求内容】
  令和７年度政府予算案におい
て、統計調査員および統計調査指
導員に対する手当の日額単価が
変更されたことから、報酬額の再
計算を行い、不足分について復活
要求を行います。

・７月：委嘱開始
・８月：説明会実施
・９月-10月：調査活動
・11月:解嘱
・12月:報酬支払

105,979 14,217 101,947 13,847 3,828 0 3,828 0 0 0 3,828 0 3,828 0 0 0

市長査定により、事
業内容を確認し、必
要額を措置しまし
た。

2 広報課 一般会計（歳入） ふるさと寄附金

草津市ふるさと寄附として、個人
または団体から広く寄附金を募
り、これを財源として事業を実施
することにより、本市のまちづく
りに資することを目的とし、本市
ならではの返礼品を提供すること
で、シティセールスにつなげ、地場
産品の活性化を図るものです。

ふるさと寄附受領実績が増加の
傾向にあり、直近の寄附実績にお
いて大幅な増額となったため、次
年度寄附額の増を見込むもので
す。
寄附金額　当初：790,000千円
→復活：８90，０００千円

令和7年度【中間事業者統一】
４～６月 事業者選定期間
7・8月　移行準備期間
           （寄附停止）
9月 　　 新規事業者運営開始

※その他、９月にAmazon導入

0 △ 790,000 0 △ 790,000 0 0 0 0 0 △ 100,000 0 0 0 0 0 △ 100,000

市長査定により、事
業内容を確認し、必
要額を措置しまし
た。

3 広報課
シティセールス
推進費

ふるさと寄附運営費

草津市ふるさと寄附として、個人
または団体から広く寄附金を募
り、これを財源として事業を実施
することにより、本市のまちづく
りに資することを目的とし、本市
ならではの返礼品を提供すること
で、シティセールスにつなげ、地場
産品の活性化を図るものです。

ふるさと寄附受領実績が増加の
傾向にあり、直近の寄附実績にお
いて大幅な増額となったため、次
年度寄附額の増を見込むもので
す。
寄附金額　当初：790,000千円
→復活：８90，０００千円

令和7年度【中間事業者統一】
４～６月 事業者選定期間
7・8月　移行準備期間
           （寄附停止）
9月 　　 新規事業者運営開始

※その他、９月にAmazon導入

390,642 390,642 390,642 390,642 49,403 0 0 0 0 49,403 49,403 0 0 0 0 49,403

市長査定により、事
業内容を確認し、必
要額を措置しまし
た。

4 秘書課 秘書費
理事者用ICT機器導
入費

理事者協議において活用するタ
ブレット端末（６台）および文書管
理システムを導入します。
日々、膨大な資料を端末機器を用
いて把握・確認するためには、既
存の機器環境よりも見やすさ、操
作性、機能性、携行性の向上が不
可欠となりますことから、この理
事者協議にかかる資料のデータ
化の推進により、業務効率化と
ペーパレスによる環境負荷の軽
減が図られ、さらなる行政運営の
効率化が期待出来ます。

４月　仕様の確定
５月　売価見積の徴収
7月　売価決定に基づくリース入
札８月　初期設定や運用方法の決
定
９月　庁内周知
10月～ 運用開始

・６台：市長、副市長、副市長、秘書
課３台

0 0 0 0 1,483 0 0 0 0 1,483 0 0 0 0 0 0

市長査定により、他
事業との優先度、課
題整理の状況から、
措置しませんでし
た。

5
草津未来
研究所
UDCBK

草津未来研究所
運営費

アーバンデザインセン
ターびわこ・くさつ運
営費

平成２８年１０月に開設し、８年が
経過したところであり、これまで
学習事業・研究や社会実験、都市
デザインの検討などに取り組み、
市の施策への提案などを行って
きました。
これまでの取組の結果としの人材
やネットワークを活かして、学習・
提案の段階から実装の段階へ進
み、UDCBKがが中心となり、エ
リアマネジメント機能を発揮し、多
様な主体と公民連携によるまち
づくりを進め、新たな魅力と価値
を創出します。

４月～９月　法人設立に向けた準
備作業
９月下旬　　法人登記
１０月以降　法人によるUDCBK
の運営
各種業務について法人へ切替

25,687 25,687 8,571 8,571 8,501 0 0 0 0 8,501 9,837 0 0 0 0 9,837

市長査定により、事
業内容を確認し、必
要額を措置しまし
た。

番号 所属名 事務事業名 項目 目的・効果 計画・スケジュール等
当初
見積額

部長間
調整後

復活
見積額

査定額
財　　　源　　　内　　　訳 査　　定

結　　果

財　　　源　　　内　　　訳
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■一般会計 （金額：千円）

一財 一財 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源 国庫支出金 県支出金 市債 その他 一般財源
番号 所属名 事務事業名 項目 目的・効果 計画・スケジュール等

当初
見積額

部長間
調整後

復活
見積額

査定額
財　　　源　　　内　　　訳 査　　定

結　　果

財　　　源　　　内　　　訳

6
草津未来
研究所
UDCBK

草津未来研究所
運営費

南草津エリアの魅力
向上に向けた官民連
携事業

法人化したUDCBKがまちづくり
の主体として、効果的にまちの魅
力向上を図るためには、南草津の
実態・特性に則した取組を実施す
る必要がある。そのために南草津
エリアの実態や特性を正確に把握
し、分析することが重要となりま
す。
更に得られた情報をもとに南草
津エリアの目指す姿を多様な主体
と共有を図るとともに、その具現
化に向けてのプロジェクトを進め
る方針となる未来ビジョンを策定
を行う必要があります。
国の制度として「官民連携まちな
か再生推進事業」として自立・自
走型システムの構築支援があり、
法人化したUDCBKはこのスキー
ムに沿った事業を行うことによ
り、未来ビジョンに基づく各種事
業の補助金を取り込むことで、事
業実施にかかる市の負担軽減を
図ります。

４月～９月　基礎調査業務
　アンケート調査、南草津駅周辺
の人流調査、乗降客調査、
　公共空間・空地の調査、マンショ
ン・施設の分布調査　等
１０月～３月　分析業務
　各種調査データの分析およびま
ちづくりへの提案

1,720 1,720 0 0 1,720 0 0 0 0 1,720 1,720 0 0 0 0 1,720

市長査定により、事
業内容を確認し、必
要額を措置しまし
た。

7 経営戦略課 情報化推進費
公共施設予約システ
ム導入・運用費

公共施設予約システムを導入し、
来館することなく、スマートフォン
等から予約や空き状況の確認を
できるようにすることで利用者の
利便性の向上を図ります。
将来的には、決済機能を実装し、
システム上だけで、予約に係る一
連の手続きが完了できるよう、今
後も研究・検討を進めます。

４月～５月…プロポーザル（募集、
審査、契約）
６月～７月…イメージの共有、説
明会・運用
８月～１２月…システム構築、運用
方法の検討・決定、周知
１月…仮稼働
２月…稼働開始

12,853 6,427 0 0 12,853 6,426 0 0 0 6,427 12,853 6,427 0 0 0 6,426

市長査定により、事
業内容を確認し、必
要額を措置しまし
た。

8 経営戦略課 情報化推進費
基幹系システム標準
化対応費

標準化・共通化の取組により、人
的、財政的な負担の軽減を図り、
自治体の職員が住民への直接的
なサービス提供や地域の実情を
踏まえた企画立案業務などに注
力できるようになります。

４月～９月…本稼働に向けた準備
（分科会での標準仕様の運用検
討、条例・規則の改正、データ移
行、システムの運用テスト、研修）

446,396 137,399 5,948 5,255 411,674 0 0 0 280,937 130,737 399,381 0 0 0 268,644 130,737

市長査定により、事
業内容を確認し、必
要額を措置しまし
た。

9 危機管理課 防災対策費 防災倉庫整備事業

全ての広域避難所で迅速に避難
所を開設することができます。
また、職員を雇用することで、適
切に備蓄の管理を行うことがで
きます。

令和7年4月　職員雇用
令和7年6月　入札
令和7年10月　納品

75,203 64,203 31,616 20,324 30,477 2,170 0 0 0 28,307 29,728 2,151 0 0 0 27,577

市長査定により、事
業内容を確認し、必
要額を措置しまし
た。

10 危機管理課 防災対策費 防災DX事業

システム拡張やシステム導入によ
り市民への速やかな情報伝達、不
確実な職員参集にも対応できる
よう情報発信の強靱化を図り、災
害に強いまちづくりに寄与しま
す。

・令和7年4月：登録制メール変更
契約、情報システム契約・導入
・令和7年7月：登録制メール拡張
運用開始

3,207 3,207 0 0 2,470 0 0 0 0 2,470 1,612 0 0 0 0 1,612

市長査定により、事
業内容を確認し、必
要額を措置しまし
た。

部合計 1,061,687 △ 146,498 538,724 △ 351,361 522,409 8,596 3,828 0 280,937 129,048 508,362 8,578 3,828 0 268,644 127,312


